
公立大学法人滋賀県立大学特定プロジェクト職員就業規則

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

公立大学法人滋賀県立大学規則第６号

第１章 総則

（目 的）

、 （ 「 」 。）第１条 この規則は 公立大学法人滋賀県立大学職員就業規則 以下 職員就業規則 という

第３条の規定に基づき、公立大学法人滋賀県立大学（以下「法人」という ）に勤務する特定。

プロジェクト職員の労働条件、服務規律その他就業に関し必要な事項を定めるものとする。

22２ この規則およびこれに付属する諸規程に定めのない事項については、労働基準法（昭和

年法律第 号。以下「労基法」という ）その他の関係法令および理事長が特定教員に関して49 。

締結した派遣協定書の定めるところによる。

（職員の定義）

第２条 この規則において「特定プロジェクト職員」とは、次の各号に掲げるものをいう。

（１）特定プロジェクト研究員

契約期間を付して雇用する職員であって、理事長が定める特定のプロジェクト、プログ

ラム、事業等（以下「プロジェクト等」という ）のため調査研究等専門的業務に従事す。

る者

（２）特定プロジェクト事務職員

契約期間を付して雇用する職員であって、理事長が定める特定のプロジェクト等のため

事務に従事する者

２ 前項各号の定めにかかわらず、理事長と当該職員が所属する組織の長との間で締結された派

遣協定書に基づき当該派遣協定書に定める派遣期間について法人に派遣された者を、理事長が

定める特定のプロジェクト等の特定教授とすることができる。

３ 前項の職員は、特定プロジェクト教員とする。

（名称）

第３条 特定プロジェクト職員について、理事長の定めるところにより、必要に応じて当該プロ

プロジェクト等の名称を職名に付記することができる。

（権限の委任）

第４条 理事長は、この規則に規定する権限の一部を、副理事長または指定する理事もしくは職

員に委任することができる。

（規則の遵守）

第５条 法人および特定職員は、誠意をもってこの規則を遵守しなければならない。

第２章 特定プロジェクト研究員

（契約期間）

第６条 特定プロジェクト研究員の労働契約の期間は、五の年度（４月１日から翌年３月３１日

までの期間をいう。以下同じ ）以内とする。。

２ 特定プロジェクト研究員の労働契約は、これを更新しない。ただし、当該特定プロジェクト

研究員に係るプロジェクト等が継続する場合には、当該継続期間を限度として、これを更新す

ることができる。

３ 理事長は、前項ただし書の規定により労働契約を更新する場合には、労働契約期間満了の日

の３０日前までに更新の有無を通知する。ただし、労働契約期間満了後に更新しないことをあ

らかじめ通知している場合は、この限りではない。



（給与）

第７条 特定プロジェクト研究員の給与は、年俸、通勤手当、時間外勤務手当および休日勤務手

当とする。

（年俸）

第８条 特定プロジェクト研究員の年俸は、基本給および期末特別給とする。

、 。２ 特定プロジェクト研究員の年俸は 雇用される者の経験および能力に応じて個別に決定する

（基本給）

第９条 基本給は、特定プロジェクト研究員の一の年度の公立大学法人滋賀県立大学職員の勤務

時間、休日および休暇等に関する規程に規定する勤務時間による勤務に対する対価として支給

する。

（期末特別給）

第１０条 期末特別給は、６月１日および１２月１日にそれぞれ在職する特定プロジェクト研究

員に対して支給する。

（基本給の支給）

第１１条 基本給は、年俸を１７で除して得た額を職員給与規程に規定する給料月額とみなし、

同規程を準用して毎月の給与支給日に支払う。

（期末特別給の支給）

第１２条 期末特別給は、６月に支給する期末特別給については年俸の１７分の２の額を、１２

月に支給する期末特別給については年俸の１７分の３の額を、職員給与規程に規定する期末手

当の支給にかかる規定を準用して期末手当支給日に支払う。

（基本給以外の給与の支給等）

第１３条 特定プロジェクト研究員の年俸以外の給与の支給その他給与の支給については、職員

給与規程を準用する。

（他の規則の準用）

、 、第１４条 この章に定めるもののほか 特定プロジェクト研究員の就業に関する事項については

職員就業規則（第２４条、第３２条および第３３条を除く ）の規定を準用する。。

第３章 特定プロジェクト事務職員

（契約期間）

第１５条 特定プロジェクト事務職員の労働契約の期間は、三の年度以内とする。

２ 特定プロジェクト事務職員の労働契約は、これを更新しない。ただし、当該特定プロジェク

ト事務職員に係るプロジェクト等が継続する場合には、当該継続期間を限度として、これを更

新することができる。

３ 理事長は、前項ただし書の規定により労働契約を更新する場合には、労働契約期間満了の日

の３０日前までに更新の有無を通知する。ただし、労働契約期間満了後に更新しないことをあ

らかじめ通知している場合は、この限りではない。

（給与）

第１６条 第７条から第１３条の規定は、特定プロジェクト事務職員に準用する。

（他の規則の準用）

第１７条 第１４条の規定は、特定プロジェクト事務職員に準用する。

第４章 特定プロジェクト教員



（職務内容）

第１８条 特定プロジェクト教員は、特定のプロジェクト等に係る教育研究に従事する。

（契約期間）

第１９条 特定プロジェクト教員の労働契約の期間は、当該特定プロジェクト教員に係る派遣協

定書に定める派遣期間とする。

２ 特定プロジェクト教員の労働契約は、当該特定プロジェクト教員に係る派遣協定書の定める

ところにより更新することができる。

（給与）

第２０条 第７条の規定は、特定プロジェクト教員に準用する。

（年俸）

第２１条 特定プロジェクト教員の年俸は、基本給および期末特別給とする。

（基本給）

第２２条 基本給は、特定プロジェクト教員の一の年度の公立大学法人滋賀県立大学職員の勤務

時間、休日および休暇等に関する規程に規定する勤務時間による勤務に対する対価として、当

該特定プロジェクト教員に係る派遣協定書に定めるところにより支給する。

（期末特別給）

第２３条 期末特別給は、６月１日および１２月１日にそれぞれ在職する特定プロジェクト教員

に対して支給する。

２ 期末特別給の額は、当該特定プロジェクト教員に係る派遣協定書に定めるところによる。

（年俸の支給）

第２４条 特定プロジェクト教員の年俸の支給については、公立大学法人滋賀県立大学職員給与

規程（以下「職員給与規程」という ）に規定する給料および期末手当の支給に関する規定に。

準じて行う。

（年俸以外の給与の支給等）

第２５条 特定プロジェクト教員の年俸以外の給与の支給その他給与の支給については、職員給

与規程を準用する。

（他の規則の準用）

第２６条 この章に定めるもののほか、特定プロジェクト教員の就業に関する事項については、

職員就業規則（第１２条、第２４条、第３２条、第３３条および第５８条を除く ）の規定を。

準用する。

付 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。


